
収入保険等の実施状況について

令 和 ４ 年 1 2 月
農 林 水 産 省

資料10



目次

○ 収入保険の実施状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１

○ その他のセーフティネット対策の実施状況

・ 農業共済 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11

・ 収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13

・ 野菜価格安定制度 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・14

○ 農業保険法施行後４年を迎えた収入保険等の状況と課題 ・・・・・・・・・・・・・15

○ 農業保険法施行後４年を迎えた収入保険等の取組方向 ・・・・・・・・・・・・・・17



収入保険の実施状況





収入保険（仕組み）

２

【収入保険の概要】
（保険の仕組みを基本として構築）

○ 収入保険は、予期せぬリスクによる損害に備えて
多数の者が掛金を出し合い、その資金によって事故
が発生した者が補塡を得られるという保険の仕組み
を基本として構築

保険の原則にのっとり、加入者が負担する保険料
と支払われる保険金とが均衡するよう設計

掛捨てである保険を補完するものとして、積立を
併せて措置（保険料は農業者：国が１：１の割合で、
積立金は農業者：国が１：３の割合で拠出）

（具体的な補塡方法）

○ 保険期間の収入が、個々の農業者の収入金額に基づ
き算定される基準収入の９割（補償限度額）を下回っ
た場合に、下回った額の９割（支払率）を上限として
保険方式と積立方式の組み合わせで補塡

○基準収入 ：過去５年間の平均収入（５中５）を基本に、規模拡大など、
保険期間の営農計画も考慮して設定

○補償限度額：経営努力をしなくても過去５年間の平均収入等まで補塡される
とのモラルハザードを防止するため、９割を上限

○支払率 ：収入減少を少しでも抑えるとのインセンティブを与えるため、
９割を上限

○加入者の掛金等
・保険料 ：保険金補償金額の1.179％（国庫補助50％後）
・特約補塡金 ：特約補塡金補償金額の25％（国庫補助75％後)
・付加保険料（事務費）：新規加入者は4,500円＋補償金額総額１万円当たり22円

継続加入者は3,200円＋補償金額総額１万円当たり22円

（保険方式は８割、積立方式は１割
を上限として選択）

支払率（９割を上限として選択）

100％

保険期間の
収入金額

保険方式で補塡
（保険金）

積立方式で補塡
（特約補塡金）

基準収入

90％ 補償限度額

80％

自己責任部分

（注）５年以上の青色申告実績がある者の場合

収
入
減
少



収入保険（青色申告の活用）

３

（収入把握の正確性が制度の肝）

○ 他のセーフティネット対策では、地域データを
用いて補償するところ、収入保険は、個々の農業
者の収入金額そのものを用いて、個々の収入減少
を国費を投入して補塡する他産業にはない制度

このため、収入把握の正確性が国民の理解を得
るために重要な肝

（信頼度の高い青色申告を活用）

○ 青色申告では、簡易な記帳であっても日々の残
高の記帳義務があり、在庫と帳簿を照合できるた
め、把握される収入金額の正確性に高い信頼度
このため、農業保険法において、対象を青色申

告を行う農業者と特定
また、平均的な収入を適切に把握する観点から、

保険開始に当たっては、少なくとも２年分の青色
申告実績を要件

一方、青色申告３年目からの加入となることに
ついて、加入に時間がかかるとの指摘も存在

【青色申告と白色申告の記帳義務等の主な違い】

【青色申告を行う農業者数】

区分
青色申告

白色申告
正規の簿記 簡易な記帳

記
帳
・
記
録

作成帳簿

仕訳帳 ○ × ×

総勘定元帳 ○ × ×

資
産
・
負
債

現金出納帳 ○ ○ ×

売掛帳 ○ ○ ×

買掛帳 ○ ○ ×

固定資産台帳 ○ ○ ×

損
益

売上帳 ○ ○ ○

経費帳 ○ ○ ○

農産物受払帳 ○ ○ ○

申告書添付書類
損益計算書 ○ ○ ○

貸借対照表 ○ × ×

令和２年 令和３年 令和４年

青色
申告者数

35.3
(32.8%)

35.5
(34.5%)

34.2
(35.1%)

（注）○は記帳・記録の義務があることを示す。

（万経営体）＜令和２年・３年・４年＞

（注１）令和２年：2020年農林業センサス（正規の簿記と簡易な記帳の合計）
令和３年、令和４年：農業構造動態調査（正規の簿記と簡易な記帳の合計）

（注２）（ ）は農業経営体数に対する割合

（参考）
農業経営体数

107.6 103.1 97.5





（加入者の約３～５割が保険金等を受給）

○ 制度開始以降、１年目（令和元年）は加入
者の約３割、総額169億円、２年目（令和２
年）は約４割、総額350億円、３年目（令和
３年）は約５割、総額687億円の保険金等を
支払い

（無利子のつなぎ融資を実施）

○ 保険金等の支払いは確定申告後に行われる
が、保険期間中に大きな損害が発生し、資金
が必要な場合は、事実上の保険金等の前払い
となる無利子のつなぎ融資を実施

収入保険（支払状況）

【保険金等の支払状況】

（注）（ ）は加入者数に対する割合

【つなぎ融資の実施状況】

（注）（ ）は加入者数に対する割合 5

（金額：億円）

（注）令和４年の収入保険（個人の加入者の場合）のイメージ

【収入保険のスケジュール】

令和元年 令和２年 令和３年

経営体数 金額 経営体数 金額 経営体数 金額

保険金等
6,879

(30.2%)
168.6

13,616
(37.7%)

350.3
29,949
(50.7%)

687.0

保険金
3,864

(16.9%)
84.9

7,727
(21.4%)

175.3
18,700
(31.6%)

322.2

特約
補塡金

6,763
(30.4%)

83.7
13,445
(38.0%)

175.0
29,664
(51.1%)

364.8

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

経営体数
794

(3.5%)
1,640
(4.5%)

3,867
(6.5%)

675
(0.9%)

金額 38.4 76.5 152.0 24.6

（金額：億円）

保険金・
特約補塡金の
請求・支払い

加入
申請

保険料・積立金・
付加保険料（事務
費）の支払い

12月末まで

令和３年
１月～12月

（税の収入の算定期間）

３～６月
（確定申告後）

令和５年令和４年

保険期間中に資金
が必要な場合はつ
なぎ融資(無利子)

※保険料・積立金は
分割払いも可能

（支払期限は保険期
間の開始後８か月）

保険期間





収入保険（加入者に対するアンケート②）

（加入者から改善を求める声）

○ 他方、収入保険の加入者からは、以下のような
改善を求める声
・加入手続を簡単にしてほしい
・掛捨ての保険料を引き下げてほしい
・積立金が高い
・付加保険料（事務費）が高いので安くしてほし
い

・収入がほとんど無くなる災害が起きた年につい
ては、今後の基準収入の算定の際に配慮してほ
しい

7

【加入者に対するアンケート（全国農業共済組合連合会が実施）】

・ 加入手続を簡単にしてほしい
・ タブレットでの加入手続をスムーズにできるよう改善してほしい
・ まだ始まったばかりの制度なので、その都度、改善していってほしい
・ 収入保険をまだ知らない人が多いようなので広く周知してほしい
・ 類似制度との重複加入を認めてほしい
・ 掛捨ての保険料を下げてほしい
・ 積立金が高い
・ 付加保険料（事務費）が高いので安くしてほしい
・ 収入がほとんど無くなる災害が起きた年も、今後の平均に使われる
とのことだが、予定の基準収入に近づけるように配慮願いたい など

収入保険について改善して欲しいこと

全国農業共済組合連合会が、令和元年加入者に「農業経営収入保険：お客様満足度
アンケート調査（令和２年10月）」を実施（調査対象：3,500経営体、回答率：42.8％）



収入保険（これまでの改善①）

（加入者の負担軽減等のため随時改善）

○ 加入者の負担軽減等の観点から、制度開始後も
随時改善を実施

8

＜加入手続の利便性向上、事務費負担の軽減＞

① 加入等の手続について、いつでもどこでも行え
るよう、農林水産省共通申請サービス（ｅＭＡＦ
Ｆ)を用いて、インターネットでの申請を開始

また、継続加入者の加入手続を簡便にするため、
自動継続特約を新設

これらを利用した場合に、付加保険料（事務
費）を割引（令和４年～）

② 付加保険料（事務費）について、負担軽減を図
るため、付加保険料（事務費）が15万円を超える
場合の大口割引を導入（令和３年～）

インターネット申請を
利用した場合

新規加入者 4,500円割引

継続加入者 2,200円割引

自動継続特約を
利用した場合

継続加入者 1,000円割引

【インターネット申請等を利用した場合の付加保険料（事務費）の割引】

①加入者の付加保険料（事務費）が15万円～30万円の場合、
15万円を超えた額の30％を割引

②加入者の付加保険料（事務費）が30万円を超える場合、
①の割引に加えて、30万円を超えた額の70％を割引

【付加保険料（事務費）の大口割引】

次回以降の保険期間について、加入者から解除の意思表示がない限
り、契約更新の申込みがあったものとして取り扱う特約（毎年の加
入手続が不要）

【自動継続特約】







その他のセーフティネット対策の実施状況
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収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）

【加入状況】

品目ごとの収入差額を合算相殺

標
準
的
収
入

〔都道府県等地域単位で算定〕

当
年
産
収
入

過去５年のうち、
最高・最低を除く３年
の平均収入（５中３）

収入減少

差額の９割を補塡

80％

補塡金

【制度の概要】

※対象品目：米、麦、大豆、てん菜、でん粉原料用ばれいしょ

【補塡金の支払状況】

（注）（ ）は加入者数に対する割合

（金額：億円）

（主要品目の収入減少を補塡）

○ 収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）は、認定
農業者等の担い手に対し、米、麦、大豆、てん菜、
でん粉原料用ばれいしょを対象に、収入減少がそ
の農業経営に及ぼす影響を緩和するため、都道府
県等地域単位の当年産の収入額が標準的な収入額
を下回った場合に補塡金を支払い（積立金は農業
者：国が１：３の割合で拠出）

（加入者数は減少傾向）

○ 加入者数は、収入保険への移行等により、減少
傾向にあり、令和４年産は6.0万経営体が加入

（支払状況）

○ 補塡金の支払いは、米価の状況等によって変動
がみられるところ

令和３年産は、約８割の加入者に対して補塡金
を支払い

（需要に応じた生産に向けた改善）

○ 需要に応じた生産を後押しする観点から、出
荷・販売予定に従って計画的に生産された主食用
米を対象に限定。具体的には、農業者が事前に集
出荷業者（ＪＡ等）と出荷契約を結んだもの等を
補塡対象に限定（令和４年産～）

（経営体）

平成30年産 令和元年産 令和２年産 令和３年産

経営体数
19,771
(19.5%)

4,829
(5.5%)

27,417
(35.1%)

52,699
(77.3%)

金額 68.9 3.6 49.2 397.3

＜拠出割合＞
農業者:国=１:３

平成30年産 令和元年産 令和２年産 令和３年産 令和４年産

加入者数 101,304 88,209 78,038 68,213 59,815





農業保険法施行後４年を迎えた収入保険等の状況と課題





（２）その他のセーフティネット対策

＜農業共済＞

・ 加入者の利便性向上や現地評価の負担軽減、園芸施設共済等の更なる加入推進

＜収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）＞

・ 本対策の要件付け（計画的に生産された主食用米に対象を限定）を含めた、主食用米の需要に

応じた生産・販売の推進

＜野菜価格安定制度＞

・ 低落した野菜価格を補塡する機能と併せ持った需給調整機能の実効性の確保

・ 令和５年における収入保険と野菜価格安定制度の同時利用の取扱い

農業保険法施行後４年を迎えた収入保険等の状況と課題②
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（課題）

○ こうしたことから、収入保険と他のセーフティネット対策については、当面は、それぞれの制度の
機能、役割を適切に発揮し、加入者がそれぞれのニーズに応じていずれかの制度に加入できるように
する必要がある。この場合、各対策についてそれぞれ以下のような課題が存在

（１）収入保険

・ 甚大な災害の被災による影響の緩和

・ 収入保険への早期加入

・ 加入者の積立金の負担軽減



農業保険法施行後４年を迎えた収入保険等の取組方向





農業保険法施行後４年を迎えた収入保険等の取組方向②
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（取組方向（収入保険の続き））

パターン②
【保険90%】

支払率（９割を上限として選択）

100％

保険期間の
収入金額

保険方式で補塡
（保険金）

積立方式で補塡
（特約補塡金）

基準収入

90％

80％

自己責任部分

収
入
減
少

【基本のタイプ】

支払率（９割を上限として選択）

100％

保険期間の
収入金額

保険方式で補塡
（保険金）

基準収入

80％

自己責任部分収
入
減
少

(例)【保険方式のみのタイプ】

補償限度額

補償限度額

支払率（９割を上限として選択）

100％

保険期間の
収入金額

保険方式で補塡
（保険金）

90％
自己責任部分

パターン①
【保険85%、特約補塡金5%】

【新たな補償タイプのイメージ】

保険期間の
収入金額

保険方式で補塡
（保険金）

特約補塡金

支払率（９割を上限として選択）

100％

基準収入

85％

自己責任部分

収
入
減
少

補償限度額
90％

補償限度額

積立金の負担を
軽減したい場合
は保険方式のみ
のタイプも選択
可能だが、補償
限度額は80%が
上限

積立金の負担
を軽減しつつ、
保険方式の補
償を充実する
タイプを検討

現行

③ 加入者の積立金の負担軽減を求めるニーズに応じ、保険での補償を充実する新たなタイプの検討



農業保険法施行後４年を迎えた収入保険等の取組方向③
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（取組方向（続き））

（２）農業共済については、加入者の利便性向上や現地評価の負担軽減、園芸施設共済等の更なる加入推

進を図る。

（３）収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）については、本対策の要件付け（計画的に生産された主食

用米に対象を限定）を含めた、主食用米の需要に応じた生産・販売の推進を図る。

（４）野菜価格安定制度については、低落した野菜価格を補塡する機能と併せ持った需給調整機能の実効

性の確保を図る。

なお、収入保険との同時利用の効果を検証するため、令和３年から同時利用を実施している者に

ついて、同時利用の期間を１年間延長する（令和４年以降の収入保険新規加入者については、引き

続き、２年間の同時利用が可能）。



参考資料
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○ 収入保険の加入・支払の推移

令和元年 令和２年 令和３年

経営体数 金額 経営体数 金額 経営体数 金額

保険金等
6,879

(30.2%)
168.6
[105]

13,616
(37.7%)

350.3
［219］

29,949
(50.7%)

687.0
［435］

保険金
3,864

(16.9%)
84.9
[42]

7,727
(21.4%)

175.3
［88］

18,700
(31.6%)

322.2
［161］

特約
補塡金

6,763
(30.4%)

83.7
[63]

13,445
(38.0%)

175.0
［131］

29,664
(51.1%)

364.8
［274］

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

加入者数 22,812 36,142 59,084 78,420

【支払の推移 】

【加入の推移】
（経営体）

（金額：億円）

（注１）令和４年９月末時点
（注２）経営体数の（ ）は加入者数に対する割合
（注３）金額の[ ]は国庫負担相当額 保険金については1/2、特約補塡金については3/4をそれぞれの支払額に乗じて算出

（注）令和４年９月末時点

【品目別の加入状況】

米 麦類 豆類 いも類 野菜 果樹 花き そば 茶 さとうきび その他

加入者数 49,679 8,996 8,631 3,214 37,314 18,670 5,528 3,531 1,713 377 9,368

（注１）品目ごとの延べ経営体数
（注２）令和４年９月末時点

（経営体）



平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

農作物共済 1,056.6
[528.3]

388.0
[194.0]

102.6
[51.3]

296.3
[148.2]

94.7
[47.4]

57.5
[28.8]

276.8
[138.4]

299.7
[149.9]

233.0
[116.5]

126.0
[63.0]

143.5
[71.8]

92.6
[46.3]

81.4
[40.7]

205.4
[102.7]

104.2
[52.1]

228.4
[114.2]

115.0
[57.5]

110.0
[55.0]

52.0
[26.0]

畑作物共済 83.1
[41.6]

86.1
[43.1]

28.4
[14.2]

67.1
[33.6]

41.5
[20.8]

32.1
[16.1]

98.8
[49.4]

175.8
[87.9]

156.4
[78.2]

81.6
[40.8]

107.8
[53.9]

68.8
[34.4]

52.2
[26.1]

183.2
[91.6]

44.0
[22.0]

133.3
[66.7]

74.8
[37.4]

59.3

[29.7]
85.3

[42.7]

果樹共済 71.7
[35.9]

99.5
[49.8]

33.3
[16.7]

50.5
[25.3]

38.7
[19.4]

30.7
[15.4]

43.0
[21.5]

48.2
[24.1]

36.7
[18.4]

33.3
[16.7]

41.2
[20.6]

30.0
[15.0]

49.8
[24.9]

35.1
[17.6]

39.1
[19.6]

34.1
[17.1]

35.7
[17.9]

33.8
[16.9]

29.7
[14.9]

家畜共済 626.1
[313.1]

634.8
[317.4]

637.2
[318.6]

639.8
[319.9]

634.1
[317.1]

630.8
[315.4]

605.3
[302.7]

600.5
[300.3]

569.8
[284.9]

557.0
[278.5]

539.8
[269.9]

528.5
[264.3]

554.7
[277.4]

582.3
[291.2]

618.2
[309.1]

655.1
[327.6]

697.6
[348.8]

721.7

[360.9]
714.0
[357.0]

園芸施設共済 33.1
[16.6]

144.3
[72.2]

38.4
[19.2]

36.5
[18.3]

26.8
[13.4]

20.6
[10.3]

33.5
[16.8]

32.0
[16.0]

30.2
[15.1]

36.6
[18.3]

92.0
[46.0]

20.5
[10.3]

33.3
[16.7]

31.9
[16.0]

41.6
[20.8]

72.4
[36.2]

80.3
[40.2]

39.8

[19.9]
26.5

[13.3]

合計 1,870.7
[935.4]

1,352.7
[676.4]

839.9
[420.0]

1,090.3
[545.2]

835.8
[417.9]

771.7
[385.9]

1,057.5
[528.8]

1,156.3
[578.2]

1,026.1
[513.1]

834.5
[417.3]

924.3
[462.2]

740.4
[370.2]

771.3
[385.7]

1,037.9
[519.0]

847.2
[423.6]

1,123.3

[561.7]
1,003.4
[501.7]

964.5
[482.3]

907.5
[453.8]

○ 農業共済の加入・支払の推移

【加入の推移】

【支払の推移】
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（億円）

平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

農作物共済 2,270 2,210 2,139 2,064 1,936 1,851 1,802 1,744 1,700 1,654 1,590 1,537 1,497 1,421 1,350 1,276 988 919 850

畑作物共済 110 97 94 90 85 84 82 82 83 82 80 78 75 71 69 66 60 56 50

果樹共済 98 95 93 90 88 86 79 76 72 70 67 65 64 61 60 56 47 43 38

家畜共済 190 149 137 128 121 113 104 97 92 85 79 75 65 63 61 56 55 53 51

園芸施設共済 245 248 252 249 243 235 230 226 220 220 216 222 208 199 144 140 143 149 153

合計 2,913 2,800 2,713 2,620 2,473 2,368 2,296 2,224 2,167 2,110 2,033 1,978 1,909 1,815 1,683 1,595 1,293 1,220 1,142

（注１）農作物共済、畑作物共済及び果樹共済は共済目的ごとの実経営体数の合計、家畜共済及び園芸施設共済は実経営体数（家畜共済のH29以前は乳用牛等、肉用牛等、馬、種豚、肉豚ごとの実経
営体数の合計、園芸施設共済のH28以前は施設区分ごと共済責任期間等ごとの合計）

（注２）令和４年８月時点

（千経営体）

（注）[ ]はうち国庫負担額相当額として、主な掛金国庫負担割合である1/2を支払額に乗じて算出



平成23年産 平成24年産 平成25年産 平成26年産 平成27年産 平成28年産 平成29年産 平成30年産 令和元年産 令和２年産 令和３年産

経営体数
5,043
(6.7%)

1,234
(1.7%)

31,876
(47.1%)

58,375
(82.7%)

93,891
(83.8%)

57,064
(52.1%)

18,737
(17.7%)

19,771
(19.5%)

4,829
(5.5%)

27,417
(35.1%)

52,699
(77.3%)

金額
6.7

[5.0]
1.9

[1.4]
46.5

[34.9]
516.4

[387.0]
332.3

[249.2]
178.7

[134.0]
54.4

[40.8]
68.9

[51.7]
3.6

[2.7]
49.2

[36.9]
397.3

[298.0]

○ 収入減少影響緩和交付金（ナラシ対策）の加入・支払の推移

【支払の推移 】

【加入の推移】
（経営体）

（金額：億円）

（注）経営体数の（ ）は加入者数に対する割合、金額の[ ]はうち国庫負担額

22

平成23年産 平成24年産 平成25年産 平成26年産 平成27年産 平成28年産 平成29年産 平成30年産 令和元年産 令和２年産 令和３年産 令和４年産

加入者数 74,998 70,878 67,713 70,573 112,089 109,533 105,884 101,304 88,209 78,038 68,213 59,815



○ 野菜価格安定制度の加入・支払の推移（指定野菜事業及び特定野菜等事業）

（金額：億円）

（注１）[ ]はうち国庫負担額
（注２）事業年度（対象出荷期間の開始から同期間の支払いが終了するまでの間）で計算した金額

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

指定産地数 939 928 924 923 930 926 905 899 896 892 891 890

対象産地数 ― ― 1,046 1,046 1,041 1,029 1,004 981 975 961 947 912

指定野菜事業
交付予約数量

2,687,293 2,716,651 2,770,099 2,771,861 2,793,547 2,816,922 2,824,515 2,823,312 2,821,243 2,773,939 2,714,398 2,652,652

特定野菜等事業
交付予約数量

400,183 397,951 389,772 387,138 378,440 370,881 366,011 364,006 362,058 343,557 327,221 312,077

【加入の推移】
（数量：トン）

【支払の推移】
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

指定野菜事業
90.3
[54.8]

98.1
[60.1]

158.6
[97.3]

77.7
[47.2]

88.1
[53.9]

96.0
[60.1]

66.1
[40.5]

117.2
[71.6]

157.1
[96.3]

193.0
[119.3]

187.3
[115.3]

159.9
[97.6]

特定野菜等事業
14.5
[5.5]

15.9
[6.5]

19.6
[8.1]

12.3
[5.1]

15.7
[7.0]

12.0
[5.5]

6.0
[2.6]

8.7
[3.7]

10.2
[4.7]

15.7
[6.7]

13.2
[5.9]

16.6
[7.4]


